
建設工事執行状況報告書
令和　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　　　　　様
                                     　　 請負者  許可番号　大臣・知事
                                                            一般・特定　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 商号又は名称
                                         　　     代表者氏名
１　工　事　名  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事
２　工事場所 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　工　　　期　令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日
４　請負代金額　　　　　　　　　　　円
　令和　　年　　月　　日付で請負契約を締結した上記工事について、下記のとおり執行したので報告します。
記
	事　　　　　項
	内　　　　　　　　　　容

	①下請業者の使用
                             の有無
②交通誘導等の委託
	有　・　無

	下請(委託)契約内容
	

	
	下請(委託)契約先
	住　　　　　所
	

	
	
	商号・名称・代表者氏名
	

	
	
	建設業許可の有無
	 有（許可番号及び業種　　　　　　　　　　　　　）・無

	
	下請(委託)契約金額
	　　　　　　　円（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額相当分　　　　　　　　　　円）

	
	下請(委託)契約締結年月日
	 令和　　年　　月　　日

	
	下請(委託)契約期間
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

	下請(委託)契約状況の内容（契約の内訳書については、別紙を提出すること。）

	１下請(委託)契約代金の見積・決定

	
	(1)下請(委託)契約代金の決定　方法 (契約金額の決定方法）

	ア 下請(委託)契約先の数社から見積書を徴し、一番価格の安い者に決定
イ 下請(委託)契約先から見積書を提出させ、下請契約先と協議により決定
ウ 下請(委託)契約先から見積書を提出させ、見積額を参考にするが、自社単独で決定
エ 下請(委託)契約先から見積書を提出させるが、見積額を参考にせず自社単独で決定
オ 下請(委託)契約先から見積書は取らず、自社の見積額により決定
カ その他（具体的に記載すること。）

	
	(2)見積依頼方法
   ((1)でアイウエと答えた場合）
	ア 書面により依頼（FAX、メールを含む。）
イ 口頭で依頼（電話を含む。）

	
	(3)見積りの明示方法
   ((1)でアイウエと答えた場合）

	ア 工事(業務)種別ごとに労務費、材料費、外注費、その他の経費の内訳を明示させている
イ 工事(業務)種別ごとに一式で作成させ、内訳については明示させていない
ウ 工事(業務)種別は明示させず、労務費、材料費、外注費、その他の経費の内訳を明示さ　 せている
エ 工事(業務)種別及び経費の内訳は明示させていない

	
	(4)見積期間
   ((1)でアイウエと答えた場合）
	ア 見積内容を提示した日（即日）　イ 見積内容を提示した翌日
ウ 中１日以上５日未満　　　　　　エ 中５日以上１０日未満
オ 中１０日以上１５日未満　　　　カ 中１５日以上

	２下請(委託)契約の締結

	
	(1)下請(委託)契約締結の方　法

	ア 下請負(委託)契約書　　　　イ 基本契約書に基づいた注文書・請書
ウ 基本契約約款を添付又は印刷した注文書・請書の交換
エ 注文書・請書の交換のみ
オ 注文書又は請書の一方的な送付　　カ メモ　　キ 口頭

	
	(2)使用している基本契約約款
　※委託の場合を除く
   ((1)でアイウと答えた場合、
 　　次のうち基本契約約款を参照　　   したもの）
	ア 建設工事標準下請契約約款
イ 建設工事標準下請契約約款に準じた約款(建設業団体等で作成したもの等)
ウ 自社独自に作成した約款(建設工事標準下請契約約款に準じたもの)
エ 自社独自に作成した約款(上記ウ以外)

	
	(3)下請(委託)契約書で定めてい　る条項 (契約書に定めた条項）
	ア 工事(契約)内容　　イ 下請(委託)契約代金の額
ウ 工事(契約)着手(開始)の時期及び工事(契約)完成(終了)の時期
エ 契約代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支払の定めをするときは、そ　 の支払の時期及び方法
オ 当事者の一方から設計(契約内容)変更又は工事着手の延期若しくは契約の全部若しくは　 一部の中止の申出があった場合における工期(委託期間)の変更、契約代金の額又は損害　 の負担及びそれらの額の算定方法に関する定め
カ 天災その他不可抗力による工期(委託期間)の変更又は損害の負担及びその額の算定方法　 に関する定め
キ 価格等の変動若しくは変更に基づく契約代金の額又は契約内容の変更
ク 工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金の負担に関する定め
ケ 注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械を貸与するときは、　 その内容及び方法に関する定め
コ 注文者が契約の全部又は一部の完了を確認するための検査の時期及び方法並びに引渡し　 の時期
サ 契約完了後における契約代金の支払の時期及び方法
シ 各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅滞利息、違約金その他の損　 害金
ス 契約に関する紛争の解決方法

	
	(4)下請契約で定めている条項
　【リサイクル関係】
  (建設工事に係る資材の再資源化等　　に関する法律に定める対象建設工　　事）
	ア 該当しない
イ 分別解体等の方法　
ウ 解体工事に要する費用
エ 再資源化等が完了した年月日
オ 再資源化等をするための施設の名称及び所在地
カ 再資源化等に要する費用

	３検査・引渡し　※委託は除く

	
	(1)検査完了までの期間
   (下請契約先から下請契約完了の　　　通知を受けてから、検査を完了　　　するまでの期間)
	(下請契約先からの完了通知日) 令和　　年　　月　　日
(検査完了日) 　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

	
	(2)引渡しまでの期間
   (検査によって完了を確認した後、　　　下請契約先から引渡しの申出が　　　あってから、引渡しを受けるま　　　での期間)
	(下請契約先からの引渡し申出日) 令和　　年　　月　　日
(引渡しを受けた日) 　　　　　　令和　　年　　月　　日

	４契約代金の支払
	

	
	(1)引渡しの申し出があってから　支払を行うまでの期間
   (下請契約先から引渡しの申出が　　　あった日から、下請契約代金の　　　支払を行うまでの期間)
	(支払日)平成　　年　　月　　日　(支払額) 　　　　　　　　　円
※分割している場合は、その回数分記入すること。

	
	(2)発注者から支払を受けてから　下請契約先に支払うまでの日数　(発注者から支払を受けてから下請　　契約代金の支払を行うまでの期　　　間)
	(発注者からの支払受領日)平成　　年　　月　　日
(発注者からの受領額)　　  　　　　　　　　　円
(下請契約先への支払日)　平成　　年　　月　　日
(下請契約先への支払額)　　　　　　　　　　　円

	
	(3)支払方法
　　(下請契約先に対する支払方法)
	              　　 労務費     　　　　　 材工一式
ア 全額現金  (　　　　　　　　円)    (　　　　　　　　円)
イ 現金と手形(現金　　　　　　円)    (現金　　　　　　円)
　 　　　　　(手形　　　　　　円)    (手形　　　　　　円)
ウ 全額手形  (　　　　　　　　円)    (　　　　　　　　円)
※分割している場合は、その回数分記入すること。

	
	(4)手形期間
   ((3)でイウと答えた場合)
	ア 支払日及び振出日　  (現金)　　平成　　年　　月　　日
　       　　　　　　　(手形)　　平成　　年　　月　　日
イ 手形の満期日    平成　　年　　月　　日
※分割している場合は、その回数分記入すること。

	
	(5)前払金(部分払金)の
　 支払方法(発注者から前払金
 　(部分払金)を受けた下請契約にお　　いて、下請契約先に対する前払金　　(部分払金)の支払状況)
	ア 発注者から前払金(部分払金)の支払を受けていない
イ 下請契約着手に必要な費用(前払金(部分払金)に相当する)を現金で支払った
   (支払日)平成　　年　　月　　日
　 (現金)　　　　　　　　　　　円
ウ 下請契約着手に必要な費用(前払金(部分払金)に相当する)を現金と手形で支払った
   (支払日)平成　　年　　月　　日
　 (現金)　　　　　　　　　円  (手形)　　　　　　　　円
エ 下請契約着手に必要な費用(前払金(部分払金)に相当する)を手形で支払った
   (支払日)平成　　年　　月　　日
　 (手形)　　　　　　　　　　　円
オ 発注者から前払金(部分払金)の支払を受けたが、下請契約先には支払っていない

	
	(6)前払金(部分払金)を
   支払っていない理由
　 ((5)でオと答えた理由)
	ア 下請(委託)契約内容の定めにおいて、前払金(部分払金)は支払わず、完成　 払で支払った
イ 下請(委託)契約内容の定めにおいて、前払金(部分払金)を請求できる旨を　 明示したものの、下請(委託)契約先から請求がなかった
ウ 下請(委託)契約内容の定めにおいて、前払金(部分払金)を請求できる旨を　 明示したが、下請(委託)契約先からの要求に応じなかった

	５資材代金の支払　※委託は除く

	
	(1)手持ちの建設資材を下請業　者に購入させた有無
	ア 有
イ 無

	
	(2)代金の回収時期
　((1)でアと答えた場合、資材代金　　の回収時期はいつか)
	(回収時期)平成　　年　　月　　日

	
	(3)回収した資材代金
  (回収した資材代金の内容は)
	ア すでに使用された資材の分だけ
イ 建設工事に使用していない分も含めて回収

	
	(4)支払時期、期間、金額
  
	ア (現金)平成　　年　　月　　日　　　　　　　　円　
　 (手形)平成　　年　　月　　日                円
イ 手形の満期日    平成　　年　　月　　日

	６施工体制台帳等  ※委託は除く

	
	(1)施工体制台帳の作成
　(下請契約の代金の合計が3,000万　　円(建築一式4,500万円)以上の工　　事)
	ア 該当工事でない
イ 施工体制台帳を作成し、その写しを発注者に提出した
ウ 施工体制台帳を作成しているが、その写しを発注者に提出していない
エ 施工体制台帳を作成していない

	
	(2)施工体系図の作成
  (下請契約の代金の合計が3,000万　　円(建築一式4,500万円)以上の工　　事)

	ア 該当工事でない
イ 施工体系図を作成し、工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所　 に掲げた
ウ 施工体系図を作成し、工事関係者が見やすい場所に掲げているが、公衆が　 見やすい場所には掲げていない
エ 施工体系図を作成したが、工事関係者が見やすい場所に掲げていない
オ 施工体系図を作成していない

	
	(3)帳簿の備え付け
   (営業所ごとに、営業に関する事　　　項を記載した帳簿を備え付けて　　　いるか)
	ア 備え付けている
イ 備え付けていない

	
	(4)帳簿の保存期間
　 ((3)でアと答えた場合、建設工事　　の引渡しを行ってから何年間帳簿　　を保存しているか)
	ア ５年以上
イ ３～４年
ウ １～２年
エ 保存していない


（注）１　低価格落札工事（低価格落札工事に係る履行保証制度等の運用について（平成15年２月18日付管第　　　　1986号県土整備部長通知）の別紙３に定めるところにより設定された保証金引上等基準価格を下回る金額で落札された工事をいう。）である場合において、工事の一部を第三者に請け負わせたときは、その下請(委託)契約を行ったもの全てについて、金額を問わず１社ごとに全て報告を行うこと。
　　　２　報告の期限は、工事完成検査結果の通知日から２０日以内とする。
      ３　該当する項目に○印を付すること。（該当しない項目は、記入しなくてよい。）
　　　４　報告事項に係る次の書類の写しを必ず添付すること。
　　　　　①見積書　　②契約書（請書、注文書）　　③請求書　　④領収書　　⑤銀行振込書
　　　　　⑥工事台帳　⑦施工体制台帳（施工体系図）　⑧その他関係書類
　　　　　※再資源化等報告書を提出していない場合は、必ず提出すること。
　　　５　提出部数は、１部とする。
      ６　この報告書に記載された内容について、建設工事低価格受発注者に対する経営診断要領第２条第２項　　　　に該当した場合は、同要領に定めるところにより経営診断を受けるよう指導する。
印


n 









